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１ 事業の趣旨 

和歌山市（以下「本市」という。）は、令和６年３月に２０５０年までに温室効果ガスの排出量を実

質ゼロにする「ゼロカーボンシティ宣言」を表明し、脱炭素社会の実現に向け積極的に温暖化対策を

推進している。また、令和３年に水銀ランプの製造及び輸出入が禁止され、さらに令和９年末までに

蛍光灯の製造及び輸出入が禁止となることから、照明灯のＬＥＤ化への対応が急務となっている。 

これらの状況を踏まえ、本市が管理する照明灯について、エネルギー効率の高いＬＥＤ照明に更新

することにより、温室効果ガス排出量削減、電気料金の削減、維持管理の省力化を図るため、省エネ

ルギーに関する診断、設計・施工及び事業期間中における維持管理等の包括的なサービスを行う「Ｅ

ＳＣＯ（Ｅｎｅｒｇｙ Ｓｅｒｖｉｃｅ Ｃｏｍｐａｎｙ）事業」により、照明灯を一括してＬＥＤ化

するものである。 

この要項は、本事業の実施に向け、民間事業者から設備機器の維持管理及び改修工事等を含め適切

かつ効果的な実施手法の提案を求め、事業者を選定するための公募型プロポーザルの内容を定めたも

のである。 

 

２ 事業概要 

（１） 事業の名称 

 和歌山市道路照明等ＬＥＤ化業務（ＥＳＣＯ事業） 

（２） 契約方式 

 ギャランティード・セイビングス契約（自己資金型） 

 本業務は、ギャランティード・セイビングス契約（自己資金型）で行うため、対象設備の改修

に係る施工等初期費用は本市が調達するものとする。事業者は、設備を設計・施工し工事完了後

に本市に対して対象設備の引き渡しを行った後、維持管理期間中、導入設備の維持管理等に係る

業務（以下「ＥＳＣＯサービス」という。）を行うものとする。 

（３） 契約期間 

 契約締結日から令和１９年３月３１日まで 

 ＥＳＣＯサービス期間：設備引渡し完了の翌日から令和１９年３月３１日 

（４） 事業対象 

 本事業のＬＥＤ化更新対象灯数は、４，７４６灯とし、維持管理対象灯数は、６，６４７灯と

する。なお、照明灯の内訳は、別紙「和歌山市道路照明等ＬＥＤ化業務（ＥＳＣＯ事業） 業務

仕様書」のとおりとする。 

（５） 事業内容 

 別紙「和歌山市道路照明等ＬＥＤ化業務（ＥＳＣＯ事業） 業務仕様書」のとおりとする。 

（６） 事業費の上限額 

ア 総事業費 

６４９，０４６，０００円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

イ 初期費用額 

５４９，８３６，０００円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

（ア） 道路管理課：336,600,000 円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

（イ） 公園緑地課：122,496,000 円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 
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（ウ） まちなみ景観課：84,140,000 円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

（エ） 河川港湾課：6,600,000 円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

ウ ＥＳＣＯサービス料（ＥＳＣＯサービス期間の総額） 

９９，２１０，０００円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

（ア） 道路管理課：66,210,000 円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

（イ） 公園緑地課：17,600,000 円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

（ウ） まちなみ景観課：12,110,000 円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

（エ） 河川港湾課：3,290,000 円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

・ただし、事業費の上限額は、ＥＳＣＯ事業の想定ベースラインに基づくものであり、契約時に

同額による契約締結を保証するものではない。また、契約締結は議会の議決を要することから、

これの議決がない場合は契約として成立しない。 

 

３ 応募条件 

（１） 応募要件 

ア  本業務を行う能力を有する単独企業あるいは複数の企業の共同（以下、「グループ」という。）

とする。 

イ  グループで応募する場合は、事業役割を担う代表者を１社選定し、その代表者が本市との連絡

窓口となり、事業の遂行の責を追う。 

ウ  参加表明時は、応募者の構成員全てを明らかにし、その役割分担を明確にする。 

エ  応募者は、応募を含むそれ以降の提案及び契約時に関する諸手続を行う。 

オ  グループの代表者及び構成員は、他のグループの代表者、構成員になることはできない。 

（２） 応募者の役割 

ア  応募者は、次の役割を全て担うものとし、グループの場合は各構成員が以下の役割を分担する

ものとする。なお、構成員は複数の役割を兼務することができる。 

(ア) 事業役割 

 本市との連絡窓口となり、契約等の諸手続き及び業務の取りまとめを行い、事業遂行の責

を追う。 

(イ) 施工役割 

 施工・施工管理に関する業務を実施する。 

(ウ) 維持管理役割 

 ＥＳＣＯサービス期間の維持管理に関する業務を実施する。 

(エ) その他の役割 

 上記（ア）から（ウ）のほか、必要な役割を担う。 

イ  グループで応募する場合は、企業間の役割に関する合意書など確実な執行体制が確認できる

書類を提出すること。 

（３） 応募者の資格 

 応募者の資格要件は、次のとおりとする。なお、グループの場合は、グループとしてこれらの要

件を満たすこと。 

ア  参加申請書及び資格確認書類により、本事業の内容を十分に遂行できると認められる者であ
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ること。 

イ  対象設備のエネルギー削減効果を提案できる者であり、削減量が達成できない場合は、補償措

置を講じることができる者であること。 

ウ  維持管理、システムサポートを円滑に行うため、迅速な対応ができる者であること。 

エ  事業役割を担う者は、国（公団を含む。）又は地方公共団体と本業務と種類及び規模が同等以

上 （ＥＳＣＯ事業において屋外照明灯のＬＥＤ化 3,000 灯以上）の契約を締結し、誠実に履行し

た実績（維持管理期間中のものを含む。）を有している者であること。 

オ  施工役割を担う者は、建設業法 （昭和 24 年法律第 100 号）第３条第１項に基づく電気工事に

係る建設業の許可を受けており、令和 7 ・8年度競争入札参加資格登録業者名簿 （建設工事）に

おいて、「電気工事業」に登録されており、主たる営業所 （本社 ・本店）の所在地が和歌山市内

であること。ただし、下請契約の総額が 5,000 万円以上となる場合は、特定建設業の許可を受

けていること。 

カ  維持管理役割を担う者は、建設業法 （昭和 24年法律第 100 号）第３条第１項に基づく電気工

事に係る建設業の許可を受けており、令和 7 ・8年度競争入札参加資格登録業者名簿 （建設工事）

において、「電気工事業」に登録されており、主たる営業所 （本社 ・本店）の所在地が和歌山市

内であること。 

（４） 応募者の制限 

 次に掲げる者は、応募者及びグループ構成員となることはできない。 

ア  地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当する者 

イ  公表の日から受託候補者特定の日までの間に営業停止処分又は和歌山市建設工事等指名停止

基準及び和歌山市物品等調達業者指名停止要綱に基づく指名停止の措置を受けている者 

ウ  会社更生法（平成 14年法律第 154 号）第 17 条の規定による更生手続開始の申立て又は民事

再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21条の規定による再生手続開始の申立てをされた者（更

生手続又は再生手続開始の決定を受けている者を除く。） 

エ  市税 （本市が賦課徴収するものに限る。）、消費税及び地方消費税、所得税又は法人税を滞納し

ている者 

オ  公表の日から受託候補者特定の日までの間に和歌山市が行う調達契約等からの暴力団排除に

関する事務取扱要領に基づく排除措置、又は和歌山市建設工事等暴力団排除に関する措置要綱

に基づく指名停止の措置を受けている者 

 

４ 応募に関する留意事項 

（１） 費用負担 

 提出書類の作成等、本プロポーザルの参加に要する費用は、応募者の負担とする。 

（２） 提出書類の取扱い 

ア  提出書類の著作権は、それぞれの応募者に帰属するが、提出書類は返却しない。 

イ  提出後の差し替え及び追加・削除は認めない。ただし、やむを得ない事情が生じた場合は、

本市と協議を行い、本市がこれを認めたときはこの限りでない。 

なお、提出書類について後日参考資料を求めることがある。 

ウ  提出書類は、本プロポーザルの実施以外の目的には使用しない。 
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エ  提出書類の著作権は申込者に帰属するが、和歌山市情報公開条例の定めにより、公開する必

要がある場合は、和歌山市は申込書類の著作権を無償で使用できることとする。 

オ  提出書類は、本プロポーザルの実施に当たり必要な範囲において、複製を作成することがあ

る。 

（３） 本市からの提供資料の取扱い 

 本市が提供する資料は、応募に係る検討以外の目的で使用してはならない。 

（４） 知的財産権の取扱い 

 本事業の提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国および日本国以

外の国法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている意匠、デザイン、設計、施工方

法、施工材料、維持管理方法等を使用した結果生じる責任は、応募者が負うものとする。 

（５） 複数提案の禁止 

 応募者は、１つの提案しか行うことができない。 

（６） 虚偽の記載の禁止 

 提出書類に虚偽の記載をした場合は、その提出書類は無効とする。 

（７） 構成員の変更禁止 

 応募者の構成員の変更は認めない。ただし、やむを得ない事情が生じた場合は、本市と協議を

行い、本市がこれを認めたときはこの限りでない。 

 

５ 事業者選定の流れ 

（１） 応募者の要件 

 応募者は、「３ 応募条件」で定める資格要件を満たす者とする。 

（２） 応募資格要件の確認 

 応募資格の確認により条件を満たした応募者に対し、企画提案書の提出を電子メールで要請す

る。 

（３） 最優秀及び優秀提案の選定 

 「和歌山市道路照明等ＬＥＤ化業務（ＥＳＣＯ事業）プロポーザル評価委員会」（以下「評価委

員会」という。）により、最優秀提案者１者（以下「優先交渉権者」という。）及び優秀提案者１

者（以下「次点交渉権者」という。）を選定する。応募者が１者であった場合でも、本市の定める

評価得点を上回る提案であった場合は優先交渉権者として選定する。なお、同点の者が２者以上

あるときは、見積価格の低い順に選定する。選定結果については、各提案者に参加申請書に記載

されたメールアドレス宛に電子メールで審査結果を通知する。 

（４） 詳細協議 

 優先交渉権者は、企画提案書等の内容を基に、本市と業務の詳細や契約の締結に関して必要な

協議を行い、委託契約の交渉を行う。 

（５） 契約事業者の選定 

 本市は、優先交渉権者との協議が整い次第仮契約を締結し、仮契約は議会の議決をもって契約

として成立する。なお、優先交渉権者との協議が整わなかった場合又は優先交渉権者の失格事由

若しくは不正と認められる行為等が判明した場合は、次点交渉権者と詳細協議を行う。 
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６ 実施スケジュール 

（１） 本事業は、次の日程で行う。 

 項目 日程 

１ 公募開始（市ホームページで公表） 令和 8年 7月 13 日 

２ 質疑の受付 令和 8年 8月 5日 12 時 00 分 まで 

３ 質疑の回答 令和 8年 8月 12 日 まで（随時） 

４ 参加申請書の受付 令和 8年 7月 27 日 12 時 00 分 まで 

５ 参加資格審査及び結果通知 令和 8年 7月 28 日 

６ 企画提案書の受付 令和 8年 8月 17 日 12 時 00 分 まで 

７ プレゼンテーション、選考 令和 8年 8月 20 日 

８ 選定結果通知、優先交渉権者の決定 令和 8年 8月 21 日 

10 契約の締結 令和 8年 10 月上旬（予定） 

11 現地調査・設備改修 契約締結日 ～ 令和 9年 3月 31 日（予定）（※） 

12 ＥＳＣＯサービス期間 設備引渡し完了の翌日 ～ 令和 19 年 3 月 31 日 

※ただし、議会の承認を得た場合においては、令和 9年 9月 30 日まで期間を延期できるものとする。 

（２）前項のスケジュールは、必要に応じて変更できるものとする。 

 

７ 質疑及び回答 

（１） 質問方法 

 本実施要領及び仕様書の内容に関する質問について、質問書（様式第１号）を使用し、「17 事

務局」宛に電子メールで送信する。電子メールの件名は、「【質問書送付】和歌山市道路照明等Ｌ

ＥＤ化業務（ＥＳＣＯ事業）」と記載すること。 

（２） 受付期間 

 令和８年８月５日（木）１２時００分 まで（必着） 

（３） 回答方法 

 和歌山市ホームページにより公表するものとし、回答内容は本実施要領と一体のものとして同

等の効力を持つものとする。 

（４） その他 

ア  質問は、電子メールのみとし、電話、来訪による口頭、ＦＡＸ、持参は不可とする。また、

指定様式によらない質問書及び質問期間を過ぎた質問書は、受け付けない。 

イ  質問は、質問書（様式第１号）を使用する。 

ウ  メール送信後、電話でメールの到着を確認すること。なお、開庁日の９時から１２時及び１

３時から１７時までとする。 

エ  質問書の内容について不明な点等がある場合は、質問者に対し事務局から電話等で確認を行

う。 
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８ 参加申請書・資格確認書類の提出 

（１） 提出方法 

 持参又は郵送により提出すること。ただし、郵送の場合においては、本市への送達が証明でき

る書留等によるものとし、提出期限までに事務局に到達したものを有効とする。 

（２） 受付期間 

 令和８年７月２７日（月） １２時００分まで（必着） 

 受付時間は、開庁日の９時から１２時及び１３時から１７時までとする。 

（３） 提出場所 

 「17 事務局」へ提出する。 

（４） 提出書類 

 次の提出書類にそれぞれ書類符号を記した表紙とインデックスを付け、Ａ４縦長ファイルに綴

じたものを２部（正本１部、副本１部）提出すること。 

ア  参加申請書（様式第２号） 

 グループで参加の場合は、代表企業名で作成し提出すること。 

イ  グループ構成表（様式第３号）【グループで参加の場合のみ】 

 応募者の構成員全てを明らかにし、各々の役割分担（事業役割、施工役割、維持管理役割な

ど）を明確にすること。 

ウ  グループ構成員間での契約書又は覚書等【グループで参加の場合のみ】 

エ  印鑑証明書（写し可） 

 所管法務局発行の証明書で、受付日前３か月以内に発行されたもの 

オ  商業登記簿謄本（写し可） 

 現に効力を有する謄本で、受付日前３か月以内に発行されたもの 

カ  「３ 応募条件（４）エ」に示す確認資料 

（ア）本市が賦課徴収する市税に未納の額がないことを証する書類 

      市が賦課徴収する市税がある者は、和歌山市税に係る納税（完納）証明書を提出するこ

と。なお、当該証明書については、事業者募集参加資格確認申請書提出日において発行後

３か月を経過していないもので、原本又は写しのいずれかを提出すること。市が賦課徴収

する市税がない者は、「市税課税無の報告及び市税の課税状況等調査承諾書（様式第４号の

１」を提出すること。 

    （イ）消費税及び地方消費税並びに所得税又は法人税に未納がないことを証する書類 

      納税地を所管する税務署が発行する納税証明書で、法人にあっては納税証明書の様式そ

の３の３を、個人にあっては納税証明書の様式その３の２を提出すること。なお、当該証

明書については、本件契約に係る申請書及び確認資料の提出する日において発行後３か月

を経過していないもので、原本又は写しのいずれかを提出すること。 

キ  会社概要 

 Ａ４判用紙を使用し、企業設立年から現在までの営業の沿革及び主要な営業経歴等、以下の

項目を網羅したものを１部綴じたもの 

(ア) 企業概要（様式第４号の２） 

(イ) 企業状況表（様式第４号の３） 
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(ウ) 有資格技術職員内訳表（様式第４号の４） 

(エ) 各役割の業務実績表（様式第４号の５） 

(オ) ＥＳＣＯ関連事業実績一覧表（様式第４号の６） 

ク  建設業の許可証明書の写し（施工役割、維持管理役割を担う者） 

ケ  各有資格者免許証の写し 

 キ（ウ）に記載した有資格技術職員のうち、各代表１名分の資格者証（表・裏）の写し 

コ  役員等調書及び照会承諾書（様式第５号の１） 

サ  委任状及び使用印鑑届出書（様式第５号の２） 

※  提出書類エ、オ、カ、キ、ケ、コ、サは、グループで参加の場合は、構成員全てが提出する

こと。 

※  提出書類コ、サは、和歌山市契約規則（平成 15年規則第 83 号）の規程による競争入札参加

有資格者名簿に登録されているものは省略することができるものとする。 

 

９ 参加資格の審査及び結果通知 

 参加申請書に記載されたメールアドレス宛に審査結果通知する。（令和８年７月２８日予定） 

 

10 企画提案書の提出 

（１） 提出方法 

 ８（１）に同じ。 

（２） 受付期間 

 令和８年８月１７日（月） １２時００分まで（必着） 

 受付時間は、開庁日の９時から１２時及び１３時から１７時までとする。 

（３） 提出場所 

 ８（３）に同じ。 

（４） 企画提案時の提出書類 

 「第 13 企画提案書の作成要領」に従い、作成すること。 

 

11 参加辞退 

 企画提案要請書を送付された応募者が参加を辞退する場合は、企画提案書受付の締切日である令和

８年８月１７日（月）１２時までに提案辞退届（様式第６号）を「第 17 事務局」へ電子メールにて

提出すること。 

 

12 提案条件 

（１） ギャランティード・セイビングス契約（自己資金型）を実施すること。 

（２） 事業費が上限額以下であること。 

（３） 本市の事業スケジュールに基づき、調査、施工等を遂行すること。 

（４） ＥＳＣＯ契約どおりに電気料金が削減できず、削減保証額に届かなかった場合、その分を補償

すること。 
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（５） 電気料金の計算は、関西電力株式会社が公表している令和８年４月の公衆街路灯Ａの電灯料

金、燃料調整費、再生可能エネルギー発電促進賦課金、需要家料金の単価をもとに算出するこ

と。なお、需要家料金は１灯ごとに計上するものとし、電気料金削減の計算に当たっては、公衆

街路灯Ａ契約のＷ数の変更による差額をもとに算出すること。 

（６） ＣＯ２排出量の計算は、電力使用に伴うＣＯ２排出係数は、0.000415ｔ-ＣＯ２/ｋＷｈとし、

ＣＯ２排出に関する計算を行うこと。 

（７） 事業計画書を提出し、本市の承諾した維持管理計画に基づいて事業を行うこと。 

（８） ＥＳＣＯサービス期間中に本市が新設及び開発行為等により管理者以外の者が設置し、本市に

移管されるものについても、管理システムデータに反映し、契約終了まで維持管理を行うこと。 

（９） 「６ 実施スケジュール」で示した工事期間内に事業者の責により工事が完了しない場合、工

事が完了するまで電気料金を含む遅延に起因する費用は事業者が負担すること。 

 

13 企画提案書の作成要領 

（１） 形式 

ア  サイズ：Ａ４判用紙（縦） 

イ  文字方向：横書き（図表等に含まれる文字を除く。） 

ウ  印刷方法：片面、左綴じ、カラー印刷 

エ  文字ポイント：10.5 ポイント以上とする。（図表等に含まれる文字を除く。） 

オ  ページ番号：表紙及び目次を除き、ページ番号を付すこと。 

カ  その他：文字の書体、文字色、字間及び行間は指定しない。 

各提案書類には、会社名、住所、氏名、ロゴマーク等、応募者を特定できる表示を

一切付してはならない。 

使用する言語及び通貨単位は、日本語及び日本国通貨とする。 

（２） 提出書類 

 次の提出書類を作成し、それぞれ書類符号を記した表紙とインデックスを付け、Ａ４縦長ファ

イルに綴じたものを１５部（正本１部、副本１４部）提出すること。また、企画提案書をＰＤＦ

形式で記録した電子媒体（ＣＤ-Ｒなど）１部を併せて提出すること。 

ア  企画提案書提出届（様式第７号） 

イ  企画提案総括表（様式第８号の１から様式第８号の３） 

ウ  事業資金計画書（様式第９号の１から様式第９号の２） 

エ  現地調査及び電力契約調査・照合に関する提案書（様式第 10号） 

オ  管理システムに関する提案書（様式第 11号） 

カ  使用機器提案書（様式第 12号） 

キ  工事中の対応・廃棄リサイクル計画書（様式第 13 号） 

ク  維持管理等提案書（様式第 14 号） 

ケ  市内工事業者の活用に関する提案書（様式第 15号） 

コ  省エネルギー効果の計測・検証計画書（様式第 16 号） 

サ  契約終了後の対応（様式第 17 号） 

シ  その他独自の提案（様式第 18 号） 
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14 提案内容の審査及び結果通知 

（１） 提出された企画提案書に対する補足説明及び質疑応答を求めるため、プレゼンテーションを実

施する。 

ア  実施日時：令和８年８月２０日（時間未定） 

イ  実施場所：和歌山市役所 

 （詳細な日時、会場、方法等については、各提案者へ別途通知する。） 

ウ  提案時間：説明 20 分以内、選定委員による質疑 10 分程度 

エ  参加人数：１者につき５名以内 

オ  Microsoft PowerPoint 等を用いたプレゼンテーションを希望する場合には、企画提案書に記

載した事項以外の内容を記載しないこと。 

カ  プロジェクター、スクリーンは事務局で用意するが、パソコンについては、原則参加者で用

意すること。 

（２） 企画提案書及びプレゼンテーションを基に「和歌山市道路照明等ＬＥＤ化業務（ＥＳＣＯ事

業）プロポーザル評価委員会」において審査する。 

ア  評価項目・配点：別表１のとおり 

イ  得点算出 

(ア) 各評価委員の各評価項目における評価点を算出する。 

(イ) 全評価項目の得点を合計して、当該提案者の得点を算出する。 

(ウ) 上記（イ）による全評価者の得点を合計して合計得点を算出する。 

ウ  優先交渉権者の選定 

 最低基準点（評価点の 60％）を満たし、最も高い合計得点の者を優先交渉権者として決定す

る。 

（３） 選定結果については、令和８年８月２１日に各提案者に参加申請書に記載されたメールアドレ

ス宛に電子メールで審査結果を通知する。また、本市ホームページにて公表する。 

（４） 次のいずれかに該当した場合は、失格とする。 

ア  プレゼンテーションに参加しない場合 

イ  災害や交通機関の事故等、やむを得ないと判断される正当な事由がなく、指定時刻に遅れた

場合 

ウ  提出書類に虚偽の記載があった場合 

エ  企画提案書の提出期限を過ぎて書類が提出された場合 

オ  提案の事業費が限度額を超えている場合 

カ  本実施要領に違反すると認められる場合 

 

15 契約に関する事項 

（１）前払い制度・部分払い制度 

   適用する。 

（２）契約保証金 

   契約金額の１０分の１に相当する額以上の契約保証金を納付すること。 
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   ただし、和歌山市契約規則（平成１５年規則第８３号）第３４条各号に該当するときは、免除

する。 

（３）契約書の要否 

   必要である。 

（４）プロポーザルは受託候補者を選定するために実施するものであり、受託候補者の企画提案書に

記載された全内容を承認するものではない。実際の業務の進め方などについては、特定された受

託候補者と和歌山市の間で詳細を協議のうえ、予算額の範囲内で業務内容を決定し、契約書を締

結する。なお、協議段階において交渉が不調に終わったときは、次点の者と交渉する場合があ

る。 

 

16 支払の概要 

（１） 初期費用額 

 初期費用額のうち、40％以内の前払ができるほか、中間前払又は部分払のいずれかを選択する

ことができる。なお、前払をする場合は、受注者は、公共工事の前払金保証事業に関する法律

（昭和 27年法律第 184 号）第２条第４項に規定する保証事業会社と契約書記載の工事完成の時期

を保証期限とする保証契約を締結し、その保証証書を本市に寄託しなければならない。 

（２） ＥＳＣＯサービス料 設備引渡し完了の翌日から令和１９年３月まで年額均等年度末払い 

            （初年度のみ年額を月割り計算のうえ年度末払い） 

 

17 事務局 

〒６４０－８５１１ 和歌山県和歌山市七番丁２３番地 

和歌山市 都市建設局部 道路河川部 道路管理課（和歌山市役所 東庁舎４階） 

電話  ：０７３－４３５－１０８８（直通） 

e-mail ：dourokanri@city.wakayama.lg.jp 

 

 


